
昭
和
四
十
四
年
建
設
省
令
第
四
十
八
号

急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
三
条
第
三
項
、

第
六
条
、
第
七
条
第
三
項
及
び
第
十
三
条
第
一
項
並
び
に
急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施

行
令
（
昭
和
四
十
四
年
政
令
第
二
百
六
号
）
第
一
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

（
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
の
指
定
等
の
公
示
）

第
一
条
　
急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
三
条
第
三
項
の
規

定
に
よ
る
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
の
指
定
又
は
廃
止
の
公
示
は
、
次
の
各
号
の
一
以
上
に
よ
り
当
該
急
傾
斜
地

崩
壊
危
険
区
域
を
明
示
し
て
、
都
道
府
県
の
公
報
に
掲
載
し
て
行
な
う
も
の
と
す
る
。

一
　
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
）
、
大
字
、
字
、
小
字
及
び
地
番

二
　
一
定
の
地
物
、
施
設
、
工
作
物
又
は
こ
れ
ら
か
ら
の
距
離
及
び
方
向

（
損
失
の
補
償
の
裁
決
申
請
書
の
様
式
）

第
二
条
　
急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
裁
決
申
請
書
の
様

式
は
、
別
記
様
式
第
一
と
し
、
正
本
一
部
及
び
写
し
一
部
を
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

（
標
識
の
設
置
）

第
三
条
　
都
道
府
県
は
、
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
の
指
定
が
あ
つ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
法
第
六
条
に
規
定
す

る
標
識
を
別
記
様
式
第
二
の
例
に
よ
り
設
置
す
る
も
の
と
す
る
。

（
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
に
お
け
る
行
為
等
の
届
出
の
手
続
）

第
四
条
　
法
第
七
条
第
三
項
又
は
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
都
道
府
県
知
事
の
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
書
面
を
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附
　
則

こ
の
省
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
昭
和
四
十
四
年
八
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
二
年
一
二
月
二
三
日
国
土
交
通
省
令
第
九
八
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
令
和
三
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取

り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

別
記
様
式
第
一

別記様式第一

裁 決 申 請 書

裁決申請者 住 所

氏 名

相 手 方 住 所

氏 名

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第 条の規定による協議が成立

しないので、下記により、裁決を申請します。

記

１ 損失の事実

２ 損失の補償の見積り及びその内容

３ 協議の経過

年 月 日

裁決申請者 住 所

氏 名

殿

（備考）

１ 「第 条」の箇所には、「第５条第９項」、「第17条第２項において準用

する同法第５条第９項」又は「第18条第３項」のうち該当するものを記載する

こと。

２ 「損失の事実」については、発生の場所及び時期をあわせて記載すること。

３ 「損失の補償の見積り及びその内容」については、積算の基礎を明らかにす

るものとし、法第18条第１項の規定によつて工事を行なうことを要求する場合

は、その費用の見積りをあわせて記載すること。

４ 「協議の経過」については、経過の説明のほかに協議が成立しない事情を明

らかにすること。

５ 裁決申請者又は相手方が法人である場合においては、氏名は、その法人の名

称及び代表者の氏名を記載すること。

別
記
様
式
第
２

別記様式第２

標識（その１） 標識（その２）

急傾斜地崩壊×

危険区域の略図

急傾斜地崩壊危険区域

○ ○ 県

1
2
0
㎝
～
1
5
0
㎝

備考 急傾斜地崩壊危険区域の略図には、この標

識の位置を明示すること。
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急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
○
○
県
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